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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第53期

第１四半期
連結累計期間

第54期
第１四半期
連結累計期間

第53期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 5,117,752 5,369,253 21,274,867

経常利益 (千円) 157,621 214,671 778,064

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 110,800 97,803 471,860

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △70,749 348,317 557,479

純資産額 (千円) 19,008,714 19,747,313 19,544,678

総資産額 (千円) 23,528,936 26,380,403 26,354,788

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 10.50 9.23 44.67

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.6 74.9 74.2
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

（経営成績）

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国や中国を中心とした世界経済の成長に加え、継続的な

経済対策もあり、企業収益は高水準を維持しています。一方で、将来における人口減少や少子高齢化に伴う財政

や社会保障制度への不安要素もあり、個人消費は引き続き慎重な姿勢が続いています。

当警備業界におきましては、従来の警備業務にとどまらず、高齢者の見守りサービス等の生活サポートにまで

求められる役割は広がり、業界規模も年々増加しています。

このような状況の中、当社グループは「変革と挑戦」をスローガンとした第10次中期経営計画（平成28年４月

から平成31年３月まで）の２年目を迎え、高い収益性と成長力を目指し、「経営基盤の強化」と「企業風土の改

革」への取り組みを行っています。

その結果、当第１四半期連結累計期間における当社グループの業績は、警備事業、ビル管理事業、不動産事業

がともに堅調に推移した結果、売上高は、5,369百万円（前年同四半期比4.9％増）となりました。一方、利益面

においても、人件費等の増加は続いているものの、前年度より取り組んでいるグループ会社一体となったコスト

コントロールの成果もあり、営業利益は、167百万円（前年同四半期比49.6％増）となりました。経常利益は、

214百万円（前年同四半期比36.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、97百万円（前年同四半期比

11.7％減）となりました。
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セグメントの業績は、次のとおりであります。

（警備事業）

　警備事業につきましては、機械警備、輸送警備、施設警備、ATM管理の各業務が堅調に推移した結果、売上高

（セグメント間の内部売上高又は振替高は除く。）は3,977百万円（前年同四半期比5.3％増）となりました。損

益面では、引き続き業務全般にわたる効率化に取り組みました結果、セグメント利益（営業利益）は132百万円

（前年同四半期比33.8％増）となりました。

（ビル管理事業）

　ビル管理事業につきましては、前年度より取り組んでいるグループ一体となったファシリティマネジメント営

業の強化により、売上高（セグメント間の内部売上高又は振替高は除く。）は1,356百万円（前年同四半期比

3.9％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、前年度取り組んだ人員の親会社への一部集約化等に

よる効率化の効果が現れ、18百万円（前年同四半期 セグメント損失（営業損失）△12百万円）となりました。

（不動産事業）

　不動産事業につきましては、収益物件の安定的な不動産賃貸収入もあり、売上高（セグメント間の内部売上高

又は振替高は除く。）は35百万円（前年同四半期比3.0％増）となりました。セグメント利益（営業利益）は、

11百万円（前年同四半期比19.8％減）となりました。

 
（財政状態）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、26,380百万円となり、前連結会計年度末に比べ25百万円増加しまし

た。

　流動資産は、13,226百万円となり、前連結会計年度末に比べ258百万円減少しました。

　その主な要因は、現金及び預金が207百万円増加しましたが、一方でＡＴＭ管理業務に係る受託現預金が242百

万円、受取手形及び売掛金が228百万円それぞれ減少したこと等によるものです。

固定資産は、13,154百万円となり、前連結会計年度末に比べ284百万円増加しました。

　その主な要因は、投資有価証券が364百万円増加したこと等によるものです。

負債は、6,633百万円となり、前連結会計年度末に比べ177百万円減少しました。

純資産合計は、19,747百万円となり、前連結会計年度末に比べ202百万円増加しました。

　自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ0.7ポイント増の74.9％となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針は定めておりません。

 

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 20,800,000

計 20,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,440,000 11,440,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
100株であります。

計 11,440,000 11,440,000 ― ―
 

 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

─ 11,440,000 ─ 4,618,000 ─ 8,310,580
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

 

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　 810,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　10,624,000 106,240 ―

単元未満株式 普通株式      5,600 ― ―

発行済株式総数 11,440,000 ― ―

総株主の議決権 ― 106,240 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式19株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋テック株式会社

大阪市浪速区桜川一丁目
７番18号

810,400 ─ 810,400 7.08

計 ― 810,400 ─ 810,400 7.08
 

（注）上記のほか、四半期連結財務諸表上に自己株式として認識している従業員持株会支援信託（ＥＳＯＰ信託）が

所有する当社普通株式が36,200株あります。

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 6,241,710 6,449,620

  受託現預金 ※１  4,489,917 ※１  4,247,558

  受取手形及び売掛金 1,865,216 1,637,085

  商品 14,488 11,326

  貯蔵品 346,558 356,574

  繰延税金資産 212,412 150,498

  その他 318,333 375,547

  貸倒引当金 △3,975 △1,992

  流動資産合計 13,484,660 13,226,219

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 866,399 857,158

   機械装置及び運搬具（純額） 1,868,138 1,841,417

   土地 3,840,816 3,840,816

   建設仮勘定 12,695 19,724

   その他（純額） 594,990 594,501

   有形固定資産合計 7,183,039 7,153,618

  無形固定資産   

   ソフトウエア 352,923 330,949

   のれん 486,783 438,096

   その他 68,497 68,497

   無形固定資産合計 908,205 837,543

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,955,950 4,320,076

   繰延税金資産 73,051 78,585

   退職給付に係る資産 300,457 305,500

   その他 454,497 462,738

   貸倒引当金 △5,073 △3,880

   投資その他の資産合計 4,778,883 5,163,021

  固定資産合計 12,870,127 13,154,183

 資産合計 26,354,788 26,380,403
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 339,718 189,273

  1年内返済予定の長期借入金 - 55,005

  未払法人税等 136,365 50,303

  預り金 579,440 669,771

  賞与引当金 455,825 230,931

  役員賞与引当金 42,230 9,678

  その他 1,615,006 1,721,252

  流動負債合計 3,168,587 2,926,214

 固定負債   

  長期借入金 2,055,005 2,000,000

  繰延税金負債 258,197 375,121

  厚生年金基金解散損失引当金 795,721 795,721

  退職給付に係る負債 285,062 290,747

  その他 247,536 245,286

  固定負債合計 3,641,522 3,706,875

 負債合計 6,810,110 6,633,089

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,618,000 4,618,000

  資本剰余金 8,397,250 8,397,250

  利益剰余金 7,033,214 6,971,573

  自己株式 △557,161 △543,400

  株主資本合計 19,491,303 19,443,423

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 1,385,447 1,639,165

  土地再評価差額金 △1,362,016 △1,362,016

  退職給付に係る調整累計額 29,943 26,739

  その他の包括利益累計額合計 53,375 303,889

 純資産合計 19,544,678 19,747,313

負債純資産合計 26,354,788 26,380,403
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 5,117,752 5,369,253

売上原価 4,010,547 4,203,946

売上総利益 1,107,204 1,165,307

販売費及び一般管理費 995,032 997,533

営業利益 112,172 167,774

営業外収益   

 受取利息 463 208

 受取配当金 41,966 43,790

 その他 12,329 13,254

 営業外収益合計 54,758 57,253

営業外費用   

 支払利息 849 3,994

 その他 8,459 6,360

 営業外費用合計 9,309 10,355

経常利益 157,621 214,671

特別利益   

 訴訟損失引当金戻入額 31,707 －

 特別利益合計 31,707 －

特別損失   

 固定資産除却損 10,648 28,652

 ゴルフ会員権評価損 － 3,292

 特別損失合計 10,648 31,944

税金等調整前四半期純利益 178,681 182,727

法人税、住民税及び事業税 9,526 18,633

法人税等調整額 58,676 66,290

法人税等合計 68,203 84,924

四半期純利益 110,478 97,803

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △321 －

親会社株主に帰属する四半期純利益 110,800 97,803
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 110,478 97,803

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △177,901 253,718

 退職給付に係る調整額 △3,326 △3,204

 その他の包括利益合計 △181,227 250,514

四半期包括利益 △70,749 348,317

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △70,427 348,317

 非支配株主に係る四半期包括利益 △321 －
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

 

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

 

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

 

（追加情報）

　　　従業員持株会支援信託口における会計処理について

当社は、従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。

平成27年２月導入の従業員持株会支援信託

①取引の概要

当社は、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項において同じ。）に対する中長期的な当社企業価

値向上へのインセンティブ付与及び福利厚生制度の充実等により当社の恒常的な発展を促すことを目的とし

て、従業員持株会支援信託（以下、「ＥＳＯＰ信託」という。）を平成27年２月に導入いたしました。

　当社が当社持株会に加入する従業員のうち、一定の要件を充足する者を受益者とする信託を設定し、当該信

託は信託期間中に当社持株会が取得すると見込まれる数の株式を予め定める取得期間内に取得いたします。そ

の後、当該信託は当社株式を毎月一定日に当社持株会に売却いたします。当該信託は、保有する当社株式の議

決権を当社持株会の議決権割合に応じて行使いたします。

②信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己

株式として計上しております。

　自己株式の帳簿価額及び株式数

　　前連結会計年度　　　　　　　　 56,122千円、 48,000株

　　当第１四半期連結会計期間　　　 42,317千円、 36,200株

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

　前連結会計年度　　　　 　　 　 55,005千円

　　当第１四半期連結会計期間 　 　 55,005千円

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※１　ＡＴＭ管理業務において、主として金融機関等から管理を委託されたＣＤ／ＡＴＭ機に使用するための現金及び

預金であります。

　２　偶発債務

　　　当社は、平成27年２月13日付および平成27年２月20日付で大阪地方裁判所において、従業員および退職者の一部

より未払賃金等として64,851千円及び付加金を請求する旨の訴訟の提起を受けております。当社は当第１四半期連

結会計期間末において、当社が債務計上している賃金等に関する債務以外に未払賃金に関する当該債務は存在しな

いものと認識しております。

 

EDINET提出書類

東洋テック株式会社(E04857)

四半期報告書

12/18



 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日)

減価償却費 191,398千円 201,608千円

のれんの償却額 18,660千円  30,924千円
 

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月21日
定時株主総会

普通株式 212,593 20.00 平成28年３月31日 平成28年６月22日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金1,802千円を含めております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日
定時株主総会

普通株式 159,444 15.00 平成29年３月31日 平成29年６月22日 利益剰余金
 

（注）配当金の総額には、ＥＳＯＰ信託に対する配当金720千円を含めております。

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２警備事業 ビル管理事業 不動産事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 3,777,857 1,305,647 34,247 5,117,752 ― 5,117,752

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

7,110 197,271 ― 204,381 △204,381 ―

計 3,784,967 1,502,919 34,247 5,322,134 △204,381 5,117,752

セグメント利益
又は損失（△）

99,114 △12,792 14,735 101,057 11,114 112,172
 

(注)１　セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。　

 
Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 
報告セグメント 調整額

(注)１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２警備事業 ビル管理事業 不動産事業 計

売上高       

　外部顧客への売上高 3,977,369 1,356,618 35,266 5,369,253 ― 5,369,253

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

22,558 209,875 ― 232,434 △232,434 ―

計 3,999,928 1,566,493 35,266 5,601,688 △232,434 5,369,253

セグメント利益 132,573 18,945 11,811 163,330 4,443 167,774
 

(注)１　セグメント利益の調整額は、セグメント間の取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。　
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(金融商品関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

　該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

（自　平成28年４月１日 （自　平成29年４月１日

至　平成28年６月30日） 至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 　10円50銭 　 9円23銭

（算定上の基礎）   
　親会社株主に帰属する四半期純利益金額 110,800千円  97,803千円

　普通株主に帰属しない金額 ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する

 四半期純利益金額
110,800千円  97,803千円

　普通株式の期中平均株式数 10,545,471株  10,587,924株
 

　　(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　２ 株主資本において自己株式として計上されている平成27年２月導入の信託に残存する自社の株式は、

　 １株当たり四半期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めて

　 おります。

　　　 １株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前第１四半期

  連結累計期間84,200株、当第１四半期連結累計期間41,667株であります。

 

(重要な後発事象)

　　　該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 
 

 

平成29年８月４日
 

東洋テック株式会社

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   吉   村   祥 二 郎   ㊞

 

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   石　　原　　伸　　一   ㊞

 

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋テック株式

会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋テック株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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